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光村印刷株式会社

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第116期

第３四半期
連結累計期間

第117期
第３四半期
連結累計期間

第116期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 12,603,138 13,347,280 16,473,032

経常利益 (千円) 293,051 167,514 280,069

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 64,549 148,850 218,999

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 253,130 △173,243 609,554

純資産額 (千円) 17,530,676 17,500,642 17,844,516

総資産額 (千円) 26,856,432 28,463,979 27,540,216

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 20.65 47.96 70.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.7 60.9 64.2

回次
第116期

第３四半期
連結会計期間

第117期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 3.87 5.66

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在していないため記載していませ

ん。

４．当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っています。前連結会計年度

の期首に株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期(当期)純利益を算定しています。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっています。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。

　また、当第３四半期連結累計期間より、新たに株式を取得した新村印刷株式会社を連結の範囲に含めています。
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光村印刷株式会社

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものです。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っています。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ９億23百万円増加の284億63百万円となりまし

た。これは主に新村印刷株式会社株式取得に伴う土地の増加によるものです。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ12億67百万円増加の109億63百万円となりました。これは主に長期借入金及

び固定負債その他の増加によるものです。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ３億43百万円減少の175億円となりました。これは主にその他有価証券評

価差額金の減少によるものです。

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善や雇用・所得環境の改善により緩やかな景

気回復が続いています。一方で、米中の貿易摩擦の長期化や不安定な欧州情勢に基づく世界経済の下振れリスクの

増大等により、先行きは不透明な状況で推移しています。

印刷業界におきましては、電子書籍市場やインターネット広告市場の拡大による紙媒体の需要減少に加え、競争

の激化による受注単価の下落が続くなど、経営環境は依然として厳しい状況が続きました。

当社はこのような情勢のもと、新たな分野(包装・パッケージ)への進出と既存事業とのシナジーを生み出すこと

を目的に、新村印刷株式会社の全株式を平成30年10月１日付で取得しました。印刷事業については、顧客ニーズの

多様化により多品種・少量生産の需要が高まっている商業印刷業界の動向に対応するため、小ロット印刷物の受注

生産に向けた取り組みを開始しました。また、グループ内の人材の有効活用のため、人材の再配置を進めていま

す。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、新村印刷株式会社を連結子会社化したことが寄与し、133億

47百万円(前年同期比5.9％増)となりました。しかしながら、損益面では営業利益１億10百万円(前年同期比56.6％

減)、経常利益１億67百万円(前年同期比42.8％減)となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は保有する投資有価

証券の一部を売却し投資有価証券売却益(特別利益）を計上した結果１億48百万円(前年同期比130.6％増)となりま

した。

なお、新たに当社の連結子会社となった新村印刷株式会社は、今後成長基盤を拡充し光村印刷グループにおける

シナジーを生み出すためには、事業規模に応じた人員体制の再構築と年齢構成の是正が不可欠であると判断し、平

成31年１月15日開催の取締役会において、希望退職の募集を行うことを決定しました。
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光村印刷株式会社

セグメント別の経営成績を示すと次のとおりです。

① 印刷事業

営業部門においては、配送ラベル伝票やフィルム素材の使用量を大幅に削減した環境型デリバリーパックの受

注拡大に努めています。生産部門においてはグループ内の生産設備の有効活用によりコスト削減を進めていま

す。

売上高は配送用伝票や宣伝用印刷物の減少があったものの、新村印刷株式会社を連結子会社化したことが寄与

し、119億87百万円(前年同期比5.8％増)となりましたが、損益面ではセグメント損失(営業損失)10百万円(前年同

期は１億41百万円の利益)となりました。

② 電子部品製造事業

車載仕様のタッチパネル向けにAgメッシュ配線を直接形成する技術は開発が終了し、平成30年12月に量産に着

手しました。

エッチング精密製品は水晶デバイス市場の低迷により売上が減少したものの、車載用タッチパネル製品の売上

が大幅に増加したことにより、売上高は10億90百万円(前年同期比4.6％増)となりましたが、損益面ではセグメン

ト損失(営業損失)１億28百万円(前年同期は１億22百万円の損失)となりました。

③ 不動産賃貸等事業

売上高は３億56百万円(前年同期比11.3％増)、セグメント利益(営業利益)２億49百万円(前年同期比5.8％増)と

なりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は91,381千円です。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。
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光村印刷株式会社

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,947,800

計 9,947,800

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,103,420 3,103,420
東京証券取引所
(市場第１部)

単元株式数は100株です。

計 3,103,420 3,103,420 ― ―

(注) 当社は、平成30年７月25日開催の取締役会決議により平成30年８月17日付で自己株式60,000株を消却しまし

た。これにより、提出日現在の発行済株式総数は60,000株減少し、3,103,420株となっています。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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光村印刷株式会社

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年10月１日～
平成30年12月31日

― 3,103,420 ― 5,607,886 ― 4,449,556

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日(平成30年９月30日)に基づく株主名簿により記載しています。

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,981 ―
3,098,100

単元未満株式
普通株式

― ―
4,920

発行済株式総数 3,103,420 ― ―

総株主の議決権 ― 30,981 ―

(注) １．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式22株が含まれています。

２．平成30年８月17日付で自己株式60,000株の消却を行ったことにより、当第３四半期会計期間期末日における

発行済株式総数は3,103,420株となっています。
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光村印刷株式会社

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
光村印刷株式会社

東京都品川区大崎１－15
－９

400 ― 400 0.01

計 ― 400 ― 400 0.01

(注) 平成30年８月17日付で自己株式60,000株の消却を行っています。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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光村印刷株式会社

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けています。
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光村印刷株式会社

１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,235,088 3,028,726

受取手形及び売掛金 ※２ 2,654,335 ※２ 3,056,070

製品 394,301 333,705

仕掛品 390,243 450,186

原材料及び貯蔵品 111,349 150,639

その他 102,702 115,433

貸倒引当金 △1,000 △2,000

流動資産合計 6,887,020 7,132,761

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,574,604 6,525,829

機械装置及び運搬具（純額） 2,915,576 3,010,996

土地 2,947,278 3,919,278

リース資産（純額） 1,522,091 1,313,547

その他（純額） 113,140 283,884

有形固定資産合計 14,072,691 15,053,536

無形固定資産

のれん 53,971 33,732

その他 47,536 62,484

無形固定資産合計 101,508 96,216

投資その他の資産

投資有価証券 5,784,371 5,445,878

退職給付に係る資産 483,657 507,590

その他 263,155 281,083

貸倒引当金 △52,187 △53,087

投資その他の資産合計 6,478,996 6,181,464

固定資産合計 20,653,195 21,331,218

資産合計 27,540,216 28,463,979
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光村印刷株式会社

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２ 1,863,811 ※２ 2,129,001

短期借入金 1,560,000 1,560,000

1年内返済予定の長期借入金 314,000 514,000

リース債務 349,872 315,683

未払法人税等 71,729 56,207

賞与引当金 148,521 40,588

その他 1,291,266 1,090,001

流動負債合計 5,599,201 5,705,483

固定負債

長期借入金 785,000 1,349,500

リース債務 1,315,865 1,106,592

役員退職慰労引当金 12,823 33,798

退職給付に係る負債 1,331,645 1,687,916

その他 651,163 1,080,046

固定負債合計 4,096,498 5,257,854

負債合計 9,695,700 10,963,337

純資産の部

株主資本

資本金 5,607,886 5,607,886

資本剰余金 4,449,556 4,449,556

利益剰余金 5,878,095 5,700,353

自己株式 △160,076 △1,315

株主資本合計 15,775,461 15,756,481

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,982,734 1,643,068

退職給付に係る調整累計額 △76,106 △67,426

その他の包括利益累計額合計 1,906,628 1,575,641

非支配株主持分 162,426 168,518

純資産合計 17,844,516 17,500,642

負債純資産合計 27,540,216 28,463,979
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光村印刷株式会社

(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 12,603,138 13,347,280

売上原価 10,166,047 10,798,059

売上総利益 2,437,090 2,549,220

販売費及び一般管理費 2,181,373 2,438,336

営業利益 255,716 110,884

営業外収益

受取利息 103 318

受取配当金 83,929 95,575

受取家賃 9,827 7,558

その他 25,947 32,950

営業外収益合計 119,807 136,402

営業外費用

支払利息 57,367 55,399

売上割引 22,667 20,782

その他 2,437 3,590

営業外費用合計 82,472 79,772

経常利益 293,051 167,514

特別利益

投資有価証券売却益 - 154,998

負ののれん発生益 - 16,744

特別利益合計 - 171,743

特別損失

固定資産売却損 ※１ 4,384 -

固定資産除却損 ※２ 71,755 ※２ 35,737

減損損失 ※３ 95,843 ※３ 37,930

特別損失合計 171,983 73,668

税金等調整前四半期純利益 121,068 265,589

法人税、住民税及び事業税 32,590 54,430

法人税等調整額 22,140 53,416

法人税等合計 54,730 107,846

四半期純利益 66,337 157,743

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,787 8,892

親会社株主に帰属する四半期純利益 64,549 148,850
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光村印刷株式会社

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 66,337 157,743

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 154,553 △339,666

退職給付に係る調整額 32,239 8,680

その他の包括利益合計 186,792 △330,986

四半期包括利益 253,130 △173,243

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 251,342 △182,136

非支配株主に係る四半期包括利益 1,787 8,892
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光村印刷株式会社

【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記)

当第３四半期連結会計期間より、新村印刷株式会社の株式を新規取得したことにより子会社となったため、連結

の範囲に含めています。

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しています。

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 受取手形割引高

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形割引高 ―千円 65,790千円

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形については、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しています。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形 20,846千円 6,949千円

支払手形 13,213 3,429

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 固定資産売却損の内容は次のとおりです。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

機械装置及び運搬具 4,327千円 ―千円

その他 56 ―

計 4,384 ―

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりです。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

建物及び構築物 12,049千円 743千円

機械装置及び運搬具 45,029 2,423

除去費用 6,350 448

その他 8,326 32,121

計 71,755 35,737
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光村印刷株式会社

※３ 減損損失の内容は次のとおりです。

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

埼玉県川越市 川越工場
建物及び構築物、
機械装置及び運搬具、その他

東京都品川区 倉庫施設
建物及び構築物、
機械装置及び運搬具、その他

当社グループは減損損失を把握するに当っては、原則として、継続的に収支の把握を行っている管理区分に基

づき、資産のグループ化を行っています。

川越工場について、一層の生産性の向上を図るため、一部建物・設備の解体の意思決定をしたため、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失64,333千円として計上しています。なお、回収可

能価額は使用価値により測定していますが、将来キャッシュ・フローが見込めないことにより零として評価して

います。

倉庫施設について、周辺環境の変化から、一部の倉庫を撤去し他の倉庫に集約することにより物流業務の効率

化を図ることとしたため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失31,510千円と

して計上しています。なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却額に基づき算出していま

す。

その内訳は、川越工場64,333千円（内、建物及び構築物64,001千円、機械装置及び運搬具115千円、その他216

千円）及び倉庫施設31,510千円（内、建物及び構築物24,223千円、機械装置及び運搬具6,851千円、その他435千

円）です。

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

埼玉県川越市 川越工場
建物及び構築物、
機械装置及び運搬具、その他

当社グループは減損損失を把握するに当っては、原則として、継続的に収支の把握を行っている管理区分に基

づき、資産のグループ化を行っています。

川越工場について、一層の生産性の向上を図るため、一部建物・設備の解体の意思決定をしたため、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失37,930千円として計上しています。なお、回収可

能価額は使用価値により測定していますが、将来キャッシュ・フローが見込めないことにより零として評価して

います。

その内訳は、川越工場37,930千円（内、建物及び構築物31,416千円、機械装置及び運搬具6,510千円、その他３

千円）です。
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光村印刷株式会社

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のと

おりです。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 775,289千円 818,367千円

のれんの償却額 20,239 20,239

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 156,289 5.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

(注) 当社は、平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っています。「１株当たり配当

額」につきましては、当該株式併合前の金額を記載しています。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 155,404 50.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)印刷 電子部品製造 不動産賃貸等 計

売上高

外部顧客への売上高 11,332,711 1,042,304 228,123 12,603,138 ― 12,603,138

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 92,194 92,194 △92,194 ―

計 11,332,711 1,042,304 320,318 12,695,333 △92,194 12,603,138

セグメント利益又は
損失(△)

141,546 △122,091 236,261 255,716 ― 255,716

(注) １．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

２．当第３四半期連結累計期間において、「印刷」セグメントにおいて減損損失95,843千円計上しています。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)印刷 電子部品製造 不動産賃貸等 計

売上高

外部顧客への売上高 11,987,353 1,090,367 269,559 13,347,280 ― 13,347,280

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 86,842 86,842 △86,842 ―

計 11,987,353 1,090,367 356,402 13,434,122 △86,842 13,347,280

セグメント利益又は
損失(△)

△10,722 △128,348 249,954 110,884 ― 110,884

(注) １．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

２．当第３四半期連結累計期間において、「印刷」セグメントにおいて減損損失37,930千円計上しています。

３．当第３四半期連結累計期間において、新村印刷株式会社の株式の全てを取得し、連結範囲に含めた事によ

り、「印刷」セグメントにおいて負ののれん発生益を16,744千円計上しています。
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光村印刷株式会社

(企業結合等関係)

取得による企業結合

１．企業結合の概要

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 新村印刷株式会社

事業の内容 総合印刷業

(2) 企業結合を行った主な理由

新村印刷株式会社は、主として印刷事業を営んでおり、商業印刷、包装・パッケージ、証券印刷、出版物・地

図を柱とし、特に包装・パッケージ分野においては高品質な製品を生産し、豊富な取引実績と一定数のシェアを

有しています。

当社は、同社を子会社化することにより、新たな分野(包装・パッケージ)への進出と既存事業とのシナジーを

生み出し、さらなる成長を実現できると考えています。

(3) 企業結合日

平成30年10月１日

(4) 企業結合の法的形式

株式取得

(5) 結合後企業の名称

変更ありません。

(6) 取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

　

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成30年10月１日から平成30年12月31日まで

　

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,665,664千円

取得原価 1,665,664

　

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等 34,379千円

　

５．発生した負ののれん発生益の金額及び発生原因

(1) 発生した負ののれんの金額

16,744千円

なお、負ののれん発生益の金額は、当第３四半期連結会計期間末においては、取得原価の配分が完了していな

いことから、入手可能な合理的な情報に基づき、暫定的に算定された金額です。

(2) 発生原因

企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益として認識しています。

　

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,517,201千円

固定資産 1,693,392

資産合計 3,210,593

流動負債 589,661

固定負債 938,522

負債合計 1,528,184
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光村印刷株式会社

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は以下のとおりです。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 20円65銭 47円96銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 64,549 148,850

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

64,549 148,850

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,125 3,103

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため、記載していません。

(重要な後発事象)

希望退職の募集について

当社の連結子会社である新村印刷株式会社は、平成31年１月15日開催の取締役会において、以下のとおり希望

退職の募集を行うことを決議しました。

(1) 実施目的

同社は不採算部門の改革や固定費の削減などの課題があり、今後成長基盤を拡充し光村印刷グループにお

けるシナジーを生み出すためには、事業規模に応じた人員体制の再構築と年齢構成の是正が不可欠である

と判断し、希望退職の募集を行うことを決定しました。

(2) 希望退職募集の概要

① 対象者 同社に在籍する平成31年３月31日現在、満44歳以上62歳以下の従業員

② 募集人員 30名程度

③ 募集期間 平成31年２月18日から３月１日（予定）

④ 退職予定日 平成31年３月31日

⑤ その他 退職者に退職加算金を支給する。

また、希望者に対しては再就職支援会社を通じた再就職支援を行う。

(3) 希望退職による損失の見込額

希望退職募集に伴う退職加算金等は、平成31年３月期決算において特別損失として計上する予定ですが、

現時点では応募者数等が未定であるため、その具体的な金額は見積もることができません。

決算短信（宝印刷） 2019年02月14日 10時07分 18ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）

－18－



光村印刷株式会社

２ 【その他】

該当事項はありません。
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光村印刷株式会社

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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光村印刷株式会社

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成31年２月14日

光村印刷株式会社

代表取締役社長 阿部 茂雄 殿

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 克 彦 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 男 澤 江 利 子 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている光村印刷株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、光村印刷株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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